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役員給与への特異な課税問題

中 島 茂 幸

1は じめに

平成18年 度の法人税法の改正では、役員給与に関する規定が大 きく変更された。性急な立法に態

して批判が多 く平成19年 度においても早々に追加的な改正が行われた。一つは、「役員給与の損金

不算入」、もう一つは、「特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入」である。本稿では、後者の

「特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入」について論ずる。

∬ 役員給与規定の変革 と背景

1改 正 の背景

平成18年 改iE前 の法人税法は、霞や週や月を単位としてあらか じめ決められた支給金額を所定の

時期に支給されるものを 「定期の給与」(平 成18年 改正前法基通9-2-13)と して、そのように支

給される 「役員報酬の額」は、不相当に高額な部分は損金不算入としていた(改 正前 ・法34①)。

つまり定期的に相当な金額の報酬であれば損金算入となるものであった。この 「定期の給与」に対

して特定の月分を増額 したり、臨時的に支給 されるものは 「役員賞与」としてとらえ、役員賞与

は、本来は利益処分によるべきものと考えられ損金不篤入 としていた(改 正前 ・法35①)P。 さ ら

に役員退職給与について、利益処分によるもの及び損金経理しているものであっても支給金額のう

ち不絹当に高額な部分は、損金不糞入 としていた(改 正前 ・法36①)。 つまり損金経理を行い相当

な金額の退職給与であれば損金算入となるものであった。また、平成10年 からは、隠ぺい又は仮装

経理による役員に対する給与の支給は損金不算入としてきた(改 正前 ・法謎②)。

このような役員給与等に関する規定においては、役員報酬の額が梱当額であるか否か2) 、臨時

的支給 とは何か3)、 退職給与の額が相当額であるか4)、 など役員給与をめ ぐる事件が多かった。

このような法人税法の規定は、旧商法(平 成14年 法律44号 改正前)に よる役員報酬の規定(改 正

前商法269、281① 四)を 基礎 とするところであった。旧商法は、通説によると取締役に対する役員

報酬の総額が株主総会によって決定されていれば、その支給方法などは取締役会において決定 して

支給することに問題はなかった5)。 しかし実務上、役員賞与については業績の対価として株主総

会において利益処分として支給されていた。その後旧商法(平 成14年 法律44号)は 、企業の国際化

の影響を受け、平成14年 に役員に対する業績連動型の報酬を認めるように改正6)さ れ、平成17年

に成立 した会社法(7月26日 法律第86号)も そうした考え方を引継いだ(会 社法361②)。 さらに会

社法は、最低資本金規制を廃止 し、機関設定も柔軟にし、設立手続も簡素化 し起業促進を促す法体

系を採用 した。旧商法における計算書類7)の うち、利益処分案を廃止し、「取締役の報酬、賞与そ

の他の職務執行の対価 として株式会社から受ける財産上の利益」を包括的に 「報酬等」と定めた

(会祇法361①)。 会計上も会社法の改正 と整合性を図るため、役員報酬はもとより賞与についても

費用とすべきことに会計基準 を改正 した8)。
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2立 法 上 の理 由

これに対 して政府税制調査会は 「法人の設立が容易になる中で、偲入形態 と法人形態との税負担

の差に由来する不公平は是正すべきである」9)と し、評 成18年 度版改正税法のすべて邊似 下 「18

年度版」という)は 、「今般の税翻改正においては、会社法制や会計制度など周辺的な制度が大 き

く変わる機会を捉えて、こうした役員給与の損金鯨入のあり方を見直すこととし、具体的には、従

来の段員報酬に相当するものだけでなく、事前の定めにより役員給与の支給蒔期 ・支給額に対する

恣意牲が排除されているものについて損金算入を認めることとするとともに、従来課税上の弊害が

最も大 きいと考えられた法入の利益と連動する役員給与についてもその適正性や透明性が担保 され

ていることを条件に損金算入を認めることとしました」という。

いわゆる事前届出給与や利益連動給与であっても所定の条件に適合するものは損金箕入できるよ

うにした、というのである。そして役員給与に関する改正事項の背蝋としては、次の四つの問題点

を述べているので、役員給与も含めて、その立法理由とするところを見ておきたい。

第一点は、会祉法鋼上の問題。会社法制上、役員報酬等は原蜀として定款に定めるものとし、定

款に定めがない場合には株主総会の承認を得るものとされている(会 教法361粂)。

これに対 して 「法人が支給する役員給与については、役員に直接的に経済的利益を帰属させると

い うその態様から、お手盛 り的な支給」(「18年度版」323頁)が 懸念されるという。

周知のように平成!8年5月1旨 施行の会祉法は、最低資本金規制を廃止 し、資本金!円(0円 も

可能)、株主1名 、取締役1人 というような典型的な～人会社の容易な設立を認め、会社の起業を

促進する制度とした。法入税法の改正に当たっては、こうした会社法のあり方が潜在的に強 く意識

されていると考えられる。そこで役員給与のような性質の経費について法人所得計算の段階で安易

に損金算入を認めると、その結果、法人税の負担が滅少するので、「課税の公平」から問題がある

というのである。役員給与には所得税が課税されるので、所得税が増額することには触れていな

い。

第二点は、税制上の問題。従来、法人税法上、役員報酬は計上したとき法人段階で損金に算入さ

れ、役員賞与は損金不鈴入であった。所得税法上は、役員報酬が給与所得であることから、「その

支払の際涯に源泉徴収するものとされ(所 得税法183①)、 役員賞与については、支払いの確定した

日から1年 を経過する1ヨまでにその支払いがされない場合には、「その1年 を経過 した日において

その支払があったものとみな して」源泉徴収しなければならないものとされている(岡 条②)。

したがって、支給を受ける側の課税関係として、役員給与については、未払計上の場合には賞与

を除き、現実の支給特まで個人所得税の負担が生 じない。また、給与所得とは、給与収入から給与

所得控除した後の金額をい うのであり、給与所得控除部分は課税されない叡入金額である。「こう

した中で法人段階での安易な損金算入を認めれば、法人 ・個人を通 じた税負担の軽減効果が商 く、

課税上の弊害が極めて大きい しくみ となってしまいます」(「18年度版」323頁)と いうのである。

第三点は、執行上の問題。「従来から役員給与の支給の恣意性 を排除することが適正な課税を実

現する観点から不可欠と考えており、具体的には、法入段階において損金算入される役員給与の範

囲を職務執行の対価 として相当とされる範囲内に制限することとされてきました。

そして、役員給与が職務執行の対価 として相当な範囲内であるか否かを個々の事例に応 じて実質

的に覇定することが困難であることを踏まえ、改正前においては、この区別を専ら役員給与の外形
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的な支給形態によって行うこととし、具体的には、定期に定額支給するものを 「報酬」 とし、それ

以外のものを 償 与」として、役員賞与に該当するものついては、損金の額に鋒入しないこととし

てきました。 しかし、この区別については、基準としては明確なものである反晦、画一的 ・形式的

に過ぎるといった指摘 もあったところです」(r18年 度版」323頁)と して執行上の困難性を掲げて

いるG

第四点は、特殊支配同族会社の問題。「法人段階で役員給与の安易な損金覧入を認めた場合の課

税上の弊害は、ギ特にオーナー役員(以 下 「業務主宰役員」といいます)に よる実質的な支配度合

いが強い実質的な一人会社(以 下 「特殊支配同族会社」といいます)に おいてより顕著に表れるこ

ととなります。すなわち、こうした会杜においては、①業務主宰役員が自らへの役員給与を法人段

階で経費として計上 し損金の額に算入する一方で、②その役員給与について緬人段階で給与所得控

除を受けることが可能となっています。そ して、業務主宰役員が事実上自らの役員給与の決定権を

有している以上、こうした構造が課税所得の操作に利粥される余地は極めて大きなものとなってい

ます」(n8年 度版」332頁)と 指摘 している。

その第一の論点は 「経費の二重控除論」である。つまり 「特殊支配同族会社の実態は個入事業者

と実質的に変わらないにもかかわらず、特殊支配岡族会社においては稼得 した収益に録する経費が

法人段階と個人段階の二段階に分けて考懲されることを慧味 し(い わゆる 「経費の二重控除」)、個

入事業者との課税上の不公平が端的に表れることになります。今回の会社法における一人会社の全

面的解禁や最低資本金規制の撤廃等により、法人の設立が容易になることを踏まえると、このよう

な状況を放遣 したままでは、個人事業者が穏税圏避を目的として法人形態を選択する 「法人成 り」

が増加するなど、法人形態 と個人形態 との課税上の不公平が さらに増大する恐れがあります」(「18

年度版」332頁)と 、「経費の二重控除論」と稚税隊避を臼的とした個人箏業者の 「法人成り」を指

摘 している。

第二の論点は 「配当の給与転換論」である。つまり中小零細な法入企業の 「会桂における業務憲

宰役員への役員給与の支給は配当の支払いと実質釣な差異を認めがたい面があり、これを役員給与

の支給 とするか配当とするかの裁鍛権が事実上業務主宰役員に与えられている会社において、これ

を役員総与の支給 とすれば直ちに損金鏡入を認めることということでは、課税上の公平を欠くこと

とな りかねません」(「18年度版」332頁)と 配当支払いを役員給与で園避 されることを指摘 してい

る。

なお、注書 きで、「今圓の措麗の背景である法人形態と個人形態の税負担差に由来する課税上の

不公平や役員給与の支給を通じた課税所得の操作の問題は、政府税制調査会等で長年議論されてき

た論点であり、特に実態として個人事業春と変わらない小規模同族会祉に係る課税のあ り方や法人

の適正な経費のあ り方を見直すべきことは、政府税網調査会等においてかねて具体的な検討課題と

して掲げられてきました」と述べ、長期懸案事項であったところを解決 したものとしている。果た

して、このような理由は妥当性を有 しているのだろうか、検証 してみる10}。

斑 舗度の概要

!損 金 不算入の課税構造

本来、役員給与問題を取 り上げるのであるから、役員 とは何か、役員給与 とは何か、から論ずべ

きと考えるが、紙輻の関係上、ここでは、法入税法第35条(特 殊支配同族会社の役員給与の損金不
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算入)制 度における役員給与を損金不算入とするところに焦点を当てて論ずることとする。

この制度は、「特殊支配同族会社」に該当する同族法人の 「業務主宰役員」に対 して支給する役

員給与について 「給与所得控除相当額」を損金不算入として、法人税を課税するものである。本条

の適用は平成18年4月1日 開始事業年度から適用されている。

損金不算入とする課税構造は、[図表1]に 示 したように、個人事業所得(青 色申告特別控除を

略するU))に お ける課税ベースと比較する。事業所得は収入金額から必要経費を控除 して算出さ

れる。仮に、この事業主が個人から1円 会社を設立し、いわゆる 「法人成 り」をして役員給与を支

払うと、事業所得者の必要経費と同額の損金の額のほか、役員給与支給額が損金の額に算入 され

る。つまり個人課税の事業所得から役員給与を差し引いた残額が法入所得課税を受けることとな

る。 しかし役員個人への給与課税は、役員給与が給与所得に分類 され、収入金額から給与所得控

除ユ2)が控除される。そのため、法人 ・個入を合計 した課税ベースは、個人事業所得の課税ベース

図表1損 金不算入の課税構造 よりも給与所得控除分が減少する。

そこで法人 ・個人の課税システムに
尚族会社の制度的節税構造

法人所得 個人所得1個 人事業主の所得1お けるこの減少額 を損金不箕入とし

'1法

、

函

函 蓄1炉

て、法人課税と所得課税を通じた課税

ベースの 財 コールフイッテング」

(「18年度版」333頁)を 図るというの

である。そこで法令上は、特殊支配同

族会社が当該特殊支配同族会社の業務

主宰役員 に対 して支給する給与の う

ち、給与所得控除相当額は損金不算入

とするものと定めている(法35①)。

2特 殊支配同族会社の定義

それでは、「特殊支配同族会社」とは、どのような会社をいうのであろうか。内国法人のうち同

族会社13)に 該 当する法人で、次の要件1に 該当する法人であること、さらに絞 り込んで要件2に

も該当する場合の同族会社をいうものとしている(法35①)。

同族会社のうち、業務主宰役員とその役員と特殊関係にある者が、発行済み株式総数の90%以 上

を所有 してお り、かつ、これらの役員数が、常時事業の経営に従事する全役員数のうち過半数を占

めている会社のことを特殊支配同族会社 という。ここで業務主宰役員とは、法人の業務を主宰して

いる役員をいうものとしている。この場合の株式所有には、役員本人に限らず、その親族や同族会

社の関連会社による所有等を含むものとしている。

(1)要 件1:9096以 上の出資基準

この出資基準には次の二つが定められており、いずれかに該当すればこの基準を満たす こととな

る。この株式数の判定において自己株式は除くものとしている。

① 「業務主宰役員及び業務主宰役員関連者」が、その発行済株式又は繊資の総額の90%以 上 に

相当する株式数又は出資金額を有している場合(法35① 、法令72①)

② 「業務主宰役員グループ」が、その発行済株式又は出資の総額の90%以 上に相当する株式数

又は仕1資金額を有している場合、又は持分会社の場合にあっては業務を執行する社員の90%以
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上を占める場合(法 令72③)

〈業務主宰役員グループ(法 令72③)〉

「業務主宰役員グループ」とは、業務主宰役員及び施行令第72条 第1項 各号に掲げ

る考をいうのであるが、分類すると次のようになる。

① 業務主宰役員

② 業務主宰役員関連考(業 務主宰役員の親族等のうち役員である者、業務主宰

役員及びこれらの者による支配会社)(法35、 法令72①)

③ 業務主宰役員の親族等のうち役員以外の者(法 令72③)

④ 業務主宰役員等による90%以 上所有する1濁族会社(法 令72①)

なお、特殊支配詞族会社の判定基準 として株式数等の所有割合を用いていることから、形式的な

株式譲渡による租税回避行為 を防氏するため、業務主宰役員関運者に該当しない者に対 して形式的

な株式譲渡をした場合に、その株式数を取 り込むことができるように 「議決権行使の陶意者」の株

式等に対 して、次のようにみなし規定を置いている。

「燗人又は法入との賜で当該個人又は法人の意思と岡一の内容の議決権 を行使することに同意 し

ている者がある場合には、豪該者が有する議決権は当該個人又は法人が膚するものとみなし、か

つ、当該個人又は法入(当 該議決権に係る会社の株主等であるものを除く。〉は当該議決権に係る

会社の株主等であるものとみなして」、株式等判定の規定を適用するものとしている(法 令72④)。

(2)要 件2:過 半数の人的基準

この人的基準とは、まず、役員を 「常務に従事する役員」と 「これに該当 しない役員」に分類

し、「常務に従事する役員」を分母とし、「業務主宰役員及び業務主宰役員関連者」を分子として計

鋒 し、過半数を超えるときの当該会社が本条の適用になるものとしている。人的数であるから 「常

務に従事する役員」のうち半数が業務主宰役員と関係のない役員であればこの基準からはずれる。

すなわち、業務主宰役員等による一族支配の強鷹な場合に特殊支配岡族会社 と判定される。

3「 業務主宰役員」 と 「常務 に従事す る役員」

舛象となるのは給与等の支給を受ける役員である。この役員とは、「法人の取締役、執行役、会

計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外の者で法人の経営に従事している者のう

ち政令で定めるものをいう」として、明確に役畏としての地位を有する者のほか、ヂみなし役員」

も役員に該当する(法2十 五)。

(1)業 務 主宰役員

この 「特殊支配購族会社の役員給与の損金不算入」鋼度の対象となる者は、役員のうち 「業務主

宰役員」であり、対象となる金額は業務主宰役員に支給する給与の額である。

この 「業務主宰役員」 とは、「法人の業務を主宰する役員をいい、個人に限る」 としている(法

35①)。 さらに 「法入の業務を主宰する役員」 とは、会社の経営に最 も中心的に関わっている役員

一人をいう。この場合、最 も中心的に関わっているかは、事業計画の策定、多額の融資契約の実

行、人事権の行使等に際しての意思決定の状況や役員給与の多寡等を総合的に勘案して判定するも

のとしている(法 基通9-2-53)(ア ンダーラインは筆者)。

この点について 「平成18年 度版改正税法のすべて」では、「逓常は、代表取締役や杜長 といわれ



8

る役員がこれに該当することになることが多いと考えられますが、実質的な関わりにより判定する

ことになるため、たとえば、役員給与の多寡などもその判断の一つの要素となるといえます。な

お、私法上役員としての地位を有 しない場合であっても、会社の経営に従事 している事実があり税

務上役員とみなされる場合には、業務主宰役員にな り得ることとなります」(「18年度 版」334頁 〉

としている。

(2)業 務主宰役員関遮者

また、出資基準の輝定では、「業務主宰役員」が勝有する出資のほかに 「業務主宰役員関連者」

が噺有する出資分 も合計 して判定する。この業務主宰役員関連者は、出資蕊準に対する課税嘱避防

止規定であり、瞬族会社の判定 と岡様に、業務主宰役員の親族、支配同族会社など特殊の関係にあ

る着をいう(法 令72①)。

(3)常 務に従事する役員

この 「常務に従事する役員」 とは、会社の経営に関する業務を役員 として実質的に、日常継続的

に遂行している役賃をいうものとしている(法 基通9-2-54、 平成19親 設)。 このようなF常 務に

従事する役員」に該当するか否かについては、「響殊支配岡族会社の役員給与の損金不算入制度に

関する質疑応答事例」(平成18年12月 国税庁)問3の 答において、「その業務の内容や従事の実態な

どを踏まえ、その実質に応じて個々に判断する」こととしている。さらに、例えば、として次のよ

うに解説 している。

「代表取締役は会社を代表し、会社の業務に関する一切の行為をする権限を有するため、当然に

「常務に従事する役員」に該当することになります。また、副社長、専務又は常務などの職制上の

地位を有する役員については、その会祉の枢要かつ責任ある地位にあり、会社の経営に関する業務

を実質的に、日常継続的に遂行 している役員と考えられることから、「常務に従事 している役員」

に該当することとなります。

使用人兼務役員については、その役員としての職務が、単に取締役会のメンバーとして業務執行

に関する意思決定に参画するだけでなく、会社の経営に関する業務を隻質的に、賑常継続的に遂行

している場合には、ド常務に従事する役員」に該当することとなります。具体的には、その考に対

する役員給与のうち役貴としての職務に対する給与が会社の使用人としての職務に対する給与を超

えるようなときには、「常務に従事する役貴」に該当するものとして取 り扱われます」(ア ンダーラ

インは筆者)。

この解説に対 して通達では ギ注(ユ〉」において 「使用人兼務役員のうち、その者に対する役員給与

の うち役員 としての職務に対する給与が会社の使用入としての職務に対する給与を超えるような者

は、「常務に従事する役員」に該当するが、単に取締役会の構成員として業務執行に関する意思決

定に参哲するだけの者は 「常務に従事する役員」に該当 しない」 ものとし、会計参与や監査役も、

そもそも会社〃)経営に関する業務を行う役員ではないので、「常務に従事する役員」に該当 しない

ものとしている(法 基通9-2-54注(め)。

会社法によって容易に会社が設立できることとなったため、役員給与による課税回避を防止する

ために導入したこの制度は、従来の 「みなし役則 や 「賞与」の概念による実務上の認定問題以上

に、「業務主宰役員」、「常務に従事する役員」など不確定概念がますます増加 し複雑化してきてお

り、謙税の公平に資するどころか、立証の巧緻によって課税の公平を阻害することにもなる。
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3特 殊支配 同族会社 の判定 の時期

株式の所有者や持株数、役員構成、職分は変動することがあるので、この特殊支配瞬族会社に該

巌するかどうかの判定は、当該事業年疫終了時の現況により判定するものとしている(法35③)。

また、事業主宰役員などが支配する同族会社に該当するかどうかの判定時期 も同様に定められてい

る(令72の2③)。

このような規定に対 して、事業年度末と事業年度首だけ株式等の移動が行われることがあり得る

が、税法の判定をする場合には、あくまでも所有実態のあることが前提であり、巣なる形式的な株

式移動によって特鉄支配購族会社の概念から除外 しても、事後の調査において事実認定 されると形

式的判定は否認されることとなる。

4役 員給与 の意 義

(1)平 成18年 疫改正前の役員報酬等の法理

元来、法人の活動は、取締役等の職務の執行による結果であり、それによって利益が生まれ法人

所得・となる。法入税法は 「各事業年度の飯得の金額は、当該各事業年度の益金の額から当該各事業

年度の損金の額を控除 した金額 とする」(法22①)と 定め、さらに 「損金の額に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除 き、売上原緬及び販売費、～般管理費その他の費屠の額とする」

(法22③)と している。

したがって、会社法及び会計基準上も役員に支給する報酬等は当然に費用とされ、売上原価又は

販売費及び～般管理費を構成するものである。論理からすれば、当然、法人所得の計算.i二において

も、原鋼として損金に算入されるべき金額である。 しかしながら、役員は業務執行の権眼を有 して

いるため、いわゆるお手盛 り的な報酬額を決定することもあ り得るので、過大な役員報酬や退職給

与は損金不算入とし、業績分配とされる賞与は損金不算入としてきた14}。

(2)平 成18年 改正後の役員給与の法理

これに対 して改蕉後の法入税法第22条 の法理に変更はないが、法入税法第34条 を改め、「役員給

与」という用語の中に旧 「役員報酬」、賑 「役員賞与」の概念を含め、「内国法人がその役員に対 し

て支給する給与(抵 弧内雀略)の うち次に掲げる給与のいずれにも該当 しない ものの額は、その内

国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入 しない」と規定 した。すなわち、法律

の基本的な規定方式を、原則損金算入とし過大損金不算入 とする方式から、原則損金不算入 とし条

件付損金算入とする方式に変璽 した。その結果、損金算入要件に該当しない役員給与は、全1奮的に

損金不算入となったのである15}。

(3)損 金 に糞入される役員給与

この損金不算:入とされる役員給与から除かれる 「損金算入される役員給与」 とは、法人税法第34

条 に定める 「給与」に該轟し、かつ、次に掲げる 「三つの要件」のいずれかに該当する役員給与を

いう(法34①)。

① 定期瞬額給与

その支給特期が!月 以下の一定の期間ごとであり、かつ、当該事業年度の各支給縛期におけ

る支給額力澗 額である給与(法 令69①)

② 事前確定属出給与

その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与(定
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期 同額給与及び利益連動給与を除 く。)(法 今69②)

③ 利益連動給与

非岡族の内国法人で委員会設遣会社が、その業務執行役員に対 して支給する利益連動給与

で、一定の要件を満たすもの(法 令69⑥)

したがって、今後は、どのようなものがr定 期同額給与」となるのか、「定期」とはどういう状

態のことか、「岡額」とはどういうことか、「事前確定届出給与」の届出と支給実態についてどのよ

うに判断するのか、「利益連動給与」の条件 と実態の適合性はどうか、など三つの損金舞入される

給与の事実認定が問題となるところである。

(4)役 員給与の定義

法人税法では、「役員に支給する給与」 というときの 「給与」を抵弧書きで定義 している。すな

わち、役員に対して支給する対隔から次の①、②、③及び④ を除き、⑥ を加えたものをいう(法34

①)。

① 退職給与

② 新株予約権による対極(法5の

③ 使用人兼務役員に対する使用人分の給与

④ 隠ぺい又は仮装による給与

⑤1役 貴等に対する債務免除による利益やその他の経済的利益

この⑥の 「役員等」とは、役員及び役員と蒋殊の関係のある使用人としている(法35)の で、役

員惣身の使胴人がこれに該当する(令72① ヨ 。

そこでこの役員給与の定義をみる。会社法上の取締役等の報酬等の範囲には、の 法人税法の役

員給与(こ の給与には債務免除益やその他の経済的利益を含むものとしている)、b)役 員退職給

与、c)新 株予約権による録価、d)使 用人兼務役員に対する使用人部分の給与が含まれる。法人

税法上は、e)隠 ぺい又は仮装による給与も役員給与 として位禮づけて損金不算入としているが、

このような役員給与は会社法の予定するところではない。

この法人税法上の役員給与のうち、定期同額給与、事前確定届出給与及び利益逮動給与に該当す

る場合には、原則 として損金算入 となる。 しか し、三つの要件に該当し基本的には損金算入とされ

る給与であっても、不相当に高額なものの金額は、損金不舞入 とされている(法 令70②)の で、こ

れを除いたものが損金算入 となる役員給与である。

5損 金不 算入 の対 象 となる役員給与

したがって、「特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入」鋼度の対象となる役員給与とは、業

務主宰役員に該当する者に対 して支給する役員給与のうち、損金算入の定義に該当する役員給与

で、不棚当に高額であるものや隠ぺい又は仮装経理による支給額など、他の規定において損金不箕

入にされるものは、本規定の損金不算入の対象からは除かれる。

6損 金不算入 の適用除外

特殊支配同族会祉の役員給与の損金不鉾入制度には、基準期間における遜準所得金額が一定の金

額以下である場合の事業年度について、二段階に区分 して適用除外規定が設けられている(法35

②、法令72の2)。
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この基準期間とは、盗該事業年度の前3年 以内に開始 した各事業年度を意味し、特殊支配岡族会

社に該幽 しない事業年度及びそれ以前の事業年度は除かれ(法 令72の2⑤)、 基準所得金額 とは、

大雑掘な表現をすれば、業務主宰役員の 「役員給与の額」と当該法人の 「所得金額」の前3年 事業

年度の合計額の平均である。

なお、基準期間麟7年 間に繰越欠損金がある場合にはそれらを控除して基準所得金額を算定する

など、規定 自体はかなり欠損法人に配慮したものになっている。

薪規設立法入や葡事業年度が存在 していても特殊支配瞬族会社に該当せずに基準期問がない場合

には、当該事業年度の所得金額 を基礎に計算することとなる(法 令72の2⑨)。

この基準所得金額の判定基準は、次のよう定められている。

(!)基 準所得金額1600万 円以下(平 成圭9年改正改正前800万 円以下)の 場合

基準所得金額が!600万 講以下である事業年度については、無条件で適胴除外 となる(法 令72の2

⑧)。 「法入成 り」による課税ベースの縮小を防ぐために創設した嗣度であるという理由が、ここで

崩れている。法入成 りによる課税の公平が阻害されるというのであれば、このような基準所得金額

を設定すること良体が矛盾であって、このような基準所得金額 を設定 したことで、しかも、平成18

年5月!露 以後に設立 した法人に限らず従来からの法人に対 してまで課税する制度 としたことは、

まさに、過去からの法人成 りした申小企業に対する法人課税のあ り方として議論にあった潤題16)

を制度的に実現 したものであり、会祉法を理由としたのは、千載一遇のチャンス、として単なる便

乗改正である。

(2)基 準所得金額1600万 円(改 正前800万 潤〉超で3000万 円以下の場合

基準所得金額1600万 円超で3000万 円以下である場念には、「基準所得金額」に鰐する 「業務主宰

役員の給与額」の割合が50%棚 当額以下である場合には適用除外 となり、50%相 当額超である場合

には適朋となる。いずれの金額 も前3年 以内に開始 した事業年度の平均額である。この規定は、特

殊支配瞬族会社の主宰役員の給与が役員給与のうち独占的に牧入 している場合を課税の鮒象とし、

いわゆる他人の役員に紺 して相当の給与を支払っているのであれば適用 を解除するものである。

① 業務主宰役員の給与額が基準所得金額の50%相 当額以下→適用除外

② 業務主宰役員の給与額が基準所得金額の50%相 当額超 輔適用対象

(3)基 準所得金額3000万 円超の場合

基準所得金額が3000万 円超の場合には、適用除外の澗定から除かれているので、特殊支配同族会

社に該当 した法人では、業務主宰役員の給与がいくら少額であってもすべて本条の適用対象にな

る。

この適用区分の考え方については、「個人形態 と法入形態の税負担差が所得水準や業務主宰役員

への役員給与の支給に応 じてどのように生ずるかを考慮に入れた上で、串小法人の軽減税率その他

の税法上の措遣との整合性も踏まえつつ設定 されているものです」(前掲書、337頁)と 解説 してい

る。

なお、基準所得金額の増額改正の適粥は、平成19年4月1B麗 始事業年度から適粥 される く令附

鋼2)。

しかし、藤得金額が3000万 的以上をコンスタントに稼 ぐ法人は、中小企業でも優良な企業であ

り、このような企業を経営 している場合には、その主宰役員が どのような金額の役員給与を収入 し

ていても、必ず、この課税規定の適用を受けることになる。たとえ、年収が500万 醗でも、1000万
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円でも、2000万 円でも、その金額のうち給与藤得控除相当額が損金不算入 となるのである。常識的

な金額であっても特殊支配同族会社に該当することでこのような差別的な取扱いを受ける税綱は異

常 というほかない。

7基 準所 得金額に よる適用 関係 の判 定

特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度は、岡族会社に対する制度であるから、すべての

隅族会社において、特殊支配同族会社に該当するか否かの判定を行わなければならない。該当した

場合にはさらに £図表2]の ような手順で損金不算入に関する作業を進めることになるであろう。

実務上は非常に重要な計算であるが、かなり技術的な規定なので、ここではフローチャー トに示 し

て詳細は省略する。

國表2特 殊支配同族会社のフローチャート

特殊支配同族会祉
に該鎖するか

く男畦表14G)王 〉

基 準 期 間の 有無
く前三年について検討〉
<鋼表ヨ弓q)1>

ワ

甲
基準期閥前操越
欠損金の有無

「基準期間が

圓 な い場 合 」の

適 用除 外 判定

く蹟俵14(D逐 右〉

ゼ基準期間が

ある場合」の

[垂}適 騰外綻
く同付褒よ禰〉

〈簿映14(D嚢 筏〉

縁越欠損金面 の調ii窪計算

く付褒中下櫻〉

團
囲

匪]〈 別表14G)皿〉

実務的にすべての同族会社は、必ず、別表14(1)を作成し 「1特 殊支配同族会社の判定」を記入し

なければならない。特殊支配同族会社に該当した場舎、さらに次のような作業が必要になる。

① 基準期間の有無について検酎する。

② 基準期間がなければ、「基準期間がない場合」の適用除外の判定を行う。

③ 基準期間があれば、基準1鵬 揃 に繰越欠損金があるか否か検討し、ある場合には欠損金の調

整を行ってから適用除外の判定を行う。

④ それぞれの判定で適用除外に該当すれば、損金不算入の適用はないことになる。

⑤ 以上によるも適用除外に該当せず、適用対象となった場合には、所定の計算に墓ついて業務

主宰役員給与の給与所得控除椙当額が損金不糞入となる。

8損 金不算入額の計算

(1)損 金不算入額計算の原則

基準期間における基準所得金額が計算され適用対象と判定されると、後は、業務主宰役員に支給

する役員給与を基礎として、給与所得控除額の計算と同じように損金不糞入を計算することにな
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る。税体系が異なるので、法人税法施行令に損金不算入の言i算条文が規定 されている(法 令72の2

①)。 業務主宰役員給与金額の区分に応 して損金不算入額を示すと[麟 表3]の よ うになる。

図表3役 員給与の損金不算入額 (単位 万円)

役員給与 損金不算入 役員給与 損金不舞入 役員給与 損全不算入

100 65 600 麦7婆 2000 270

200 78 700 190 2500 295

300 108 i800 200 3000 320

400 134 i900 210 4000 370

500 !54 ilOOO 220 5000 420

(2)他 の特殊支配1司族会社からも業務主宰役員給与額を受け取る場合

この制度の適用耐飾を石っている法入の当該事業年浸において、その柔務主宰役員か、当該特殊

支配同族会社から役員総与を受け取るほか、業務主家役員であった期聞に相当する期問において、

他の精殊支西己嗣族会社か らも業務主宰役員として給与額を受け取る場合には、これらの合誹額に

よって損金不算入額を算出し、それぞれの業務主宰役員給与額に応 して該分 した金額を、損金不算

入額とする(法 令72の2②)。

難 制度の問題点

!会 社 法制上の理 霞 と湖度設計 の矛盾

制度の概致によって分かるように 「牲殊支丙己岡族会教の役員給与の損金不鱗入」規定の適用は、

いわゆる特蘇支酎1司族会社に該当した場合てあっても、さらに基準燐得を額か1600刀 円(平 成18年

800万 円〉以下てあるときは撫条件で適用除外 となり、!6007)円 を超えて3000万 円以下であるとき

は一定の条件を満たすものは適用除外 となる。一定の条件を満たさない場合及び基準所得金額か

3000万 門超であるときは、この;1111展の課税を受ける。課税を受ける会社の適用範囲を示すと1図 表

図表4損 金不算入の適用除外と適馬範囲

特殊支配同族会社

藁1GO%
務
主
宰
役
員
給
与
割
合

50%

団9改 正

貿第 融講
ヲ ミ

・ぎ贈
㌻滋磯 象

脛凝擬 ぞ諺

懇購 瞭 罷

800万 円1600万 円3000万 円

卜{1841H嘘941H蓬84唯

基準所得金額
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4]の とおりである。これに対 して実務界はアンケー ト対象法人の36%が 特殊支配同族会社に該当

し、また、この制度についての意見には、「制度創設の趣旨を考慮するとやむを得ないのではない

か7.9%」 とする少数意見もあるが、「問族会社だけを対象にするのは問題である35.1%」 、「法

人税でなく所得税で調整すべ きである25.2%」 な どの多 くの反対意見がある17)。

前述のように創設理由の第一点は、会社法の改正によって個入事業者が容易に 「法人成 り」 とな

ることを制度創設の理由として掲げているが、本当であろうか。

会社法制定以前に、平成15年2月 から改正施行 した 「薪事業創出捉進法」は、当時の商法及び有

限会社法の特例措置として株式会社の資本金1000万 円以上、有限会社の資本金300万 円以上 とする

「最低資本金規制」を5年 間保留する条件で、いわゆる 「1円 会社」の設立を認め、この特例に

よって設立した会社を 「確認株式会社」や 「確認有限会社」とした。この制度の施行から僅か3年

足らずで3万 社という企業を創出し、起業の促進が図られた。こうしたことを踏まえ、会社法の制

定に当たっては、最低資本金剃度を撤廃したものと考えられ、経済の活性化を制度面から支援する

こととなったところである。

一方
、国税庁の申告所得税標本調査によれば、平成17年 度統計で、営業等所得階級別で800万 円

超の考は、営業 等所得申告者!82万 人のうち11.6万 人、農業所得階級別で80Q万 円超の者は、農業所

得申告者13.8万 人のうち0.56万 人存在 している。営業等藤得と農業所得いずれにも5000万 円超の者

がいる(図 表5参 照)。 これらの者は、会社法が制定されたから法人にするのであろうか。

仮に税金問題で会社にするのであれば、すでに会社にしているはずである。すでに平成15年 から

「新事業創出促進法」が施行され最低資本金制度の制限は、条件付ではあるが解消 されている。そ

うすると、改正理由で述べているような簾税対策による 「法人成 り」は平成14年 度から平成15年 度

以降において大幅に増加 し、個人申告者は激減 しているはずである。 しかし現実は、[図 表5]に

示 したように、営業等所得者で1500万 円超の者は平成15年 慶から平成17年 慶にかけて5万842人 か

ら5万3136人 へ増加 しているのであり、同時期において農業所得者において減少 しているに過 ぎな

い。農業所得者については補助金の削減や農業政策の変更などによることも考えられるので、営業

等所得者には、他に個人事業で営む理由があるのではないかと思われる。斉藤一人氏のように個人

事業こそ原点であるとして法人化することで数億円もの節税になるにもかかわらず偲人で申告して

いる例もあるのである。

この制度の創設理由は一見 「もっともらしい」のであるが、中小企業の赤字法人割合が拡大 して

いることから、真のネライは中小会社でも優良な稼 ぎをしている既存の会社ではなかろうか。過去

の議論からの課題であった法人成 りに対する中小企業課税の強化ではなかろうか。申告所得税の実

態と基準所得金額による適用除外から考えて制度創設理由に合理性は見られない。

特殊支配同族会社の役員給与の損金不茸入制度は、会社法による一人会社による租税圓避防止を

理由として、中小法人に対 して二重の課税を行うというように経済成長に必要な中小企業の活性化

に樟さす行為である。

しかも対象 となる特殊支配同族会社に該当 しても、基準所得金額1600万 円(平 成19年 改正薦は

800万 円)以 下の法人を適用除外としてお り、「個人事業者が租税回避を§的として法人形態を選択

する 「法人成 り」が増加する」という理由を掲げながらr基 準所得金額が一定の金額以下である事

業年度については、この制度が適用除外となる措遣が講 じられています」ということで、その対象

から除外 している。実質的に損金不算入の対象となる法人は、中小企業でも優良な業績を有する法
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図表5申 省所得税の所得階級洌、所得別申告者数の推移表 (単 位=入)

区 分 年度 営業等所得者 農業所得者 その他所得者 合 計

800万 円以下 H13 1,821,765 123ρ88 3,96婆,862 5,910,615

田4 L711β05 !25,660 3.917β32 5,754,797

H15 1,669,179 140,593 4,01婆,996 5,824,768

H!6 L696493 129,464 4,494,387 6β20β44

H17 1.710β87 132,606 5,286,696 7,129,689

800万 円超 H13 66,580
`

5,441 660,134 732,圭55

1500万 円以下 H14 60,924 6,746
7

635,797 703,467

H15 60β55 8,922 633,678 702,955

H16 63β24 8,157 625,068 697,049

H17 62,911 5,094 64L702 709,707

1500万 円超 H13 35,277 413 274,914 310,604

3000万 円以下 H!4 34,057 7!5 260,896 295,668

Hl5 33,005 806 257,672 291,483

田6 33,886 787 264,548 299,221

H17 34,19! 489 281,736 316,416

3000万 円超 H13 20,464 44 102,667 123,175

H14 18,929 63 95β60 114,352

H15 17β37 41 96,275 114,153

田6 18,302 66 105,811 124,179

H17 18,945 62 119,327 !38β3畦

人であり、制度創設の理由と矛盾 した制度となっているものと考える。

2税 制上の理由

(1)課 税の公平

制定理由の第二で税鋼上の問題を掲げている。役員給与を法人経費として損金算入を容易に認め

ることは、法人税の負担を減少させるというが、本来、役員給与は法的制度として糊当な金額は損

金の額に算入されるべきものである。 しかもその役員給与には反射的に所得税が課税されているの

である。所得税が増収となることを指摘 していない。元来、法人所得計算の損金となるものを特定

の同族会社についてのみ 「課税の公平」から問題があるというのは合理的な説明ではない。

役員給与は、その決定において問題視するのであれば、過大役鍛給与損金不算入規定が残されて

いるのであるから従来と同様に紺応すべきことであって、特定の同族法人に対 して資金流出した役

員給与金額に一律 に課税する根拠として合理牲はない。未払給与について源泉所得税の納税時期が

遅れるというが、そのような理由であれば、未払役員賞与の場合の1年 未払の場合に強制的に源泉

所得税を納税させることとしているのであるから、同様に一定期間の未払役員給与については、直

ちに源泉徴収し納税するように規定すれば問に合うことであって、この理由についても、一律損金
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不鐸入規定を導入するほどの理由ではない。

「特殊支配隅族会教の役員給与の損金不舞入」制度というのは、会祉法を契機 として、法人課税

鋼度の中に 「みなし糊人課税」制度を導入し、中小企業課税の強化を図ったものといわざるを得な

い。経費の二重控除論をいうのであれば、給与所得控除の議論を深め、鯛人給与課税と法人課税の

理論的検討を行い、中小企業の担税力の実態をも踏まえて制度を検討すべきである。また、高額個

人事業者(農 業者)が 、なぜ、個人事業なのか。法入に しない理由なども調査検討すべきであろ

う。

(2)所 得税率と法人税率の格差

前述 したように、法人の所得から役員給与とすることは、所得税の課税対象へ流れていくことに

なる。 この点の考え方について 「平戒18年 度版改正税法のすべて」では、に れは所得金額が年

3000万 円超である場合には税率格差の点からも個人形態と比べて法人形態が有利であり、業務主宰

役員に役員給与が若干でも支給されれば、更に税負担差が拡大することを踏まえたものであり、岡

族会社の留保金課税制度における課税鰻低隈の水準ともおのずと整合性が鴎られることとなってい

ます」(「18年度」337頁)と 解謬急している。

このことは、法入所得課税の税率が、姻 表6]に 区分 して示 したように中小法人の年所得金額

800万 円 までは22%、800万 円 を超える所得金額に3096税 率 とされ、所得税において900万 円超1800

万1二q以下の所得金額に33%、1800万 円超の所得金額に40%税 率 とされていることを理由としている

ものと思われる。

しかし、地方税負担を加味すると、法人所得は約40%で 、個人は50%で あ って理由となっていな

い。このような法人税率及び所得税率の格差の存在は、昭和40年 代にもっと大きな格差として存在

していた。だから単に税率の格差があることで給与所得控除桐当額を損金不算入とし、中小法人へ

の朱捌 課税する理論的根拠はない。さらに言えば、同族会社以外の大企業の役員給与はすべて胡当

な役員給与であり、法人の規摸別の企業利益と役員給与の分配率の検証も説明も行われていない。

r法 人成 り」 を根拠に、経費の二重控除論を展開にしているに過ぎない。臨時税制調査会における

1956年(昭 和31)当 時 のア9量得税の超過累進税率の構造で限界税率は65%で あ り、その後1962年(昭

図表6法 人税率と所得税率

年 平成18年 度 平成19年 度

法

人

税

率

所 得 区 分 税 率 所 得 区 分 税 率
画

中 小i年800万 凹 以 下2596

…
申 小

法 人

年800万 円以下22%

法 人i年800万 円 超34596
8

{寺三800万Pヨ 超3096

その他345% その他3096

所

得

税

率

所 得 区 分 税 率 所 得 区 税 率

900万 円超1800万 円以下3096 695万 四超900万 円以2396

ユ800万円超3000万 円以下40% 900万 円超1800万 円以下3396

3000フゴF腎超5096 1800万 円超4096

(注)平 成21年 改正 によって中小法 入の年800万 円以下に対す る22%税 率は、1896に 引下 げら

れた。
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秘37)以 降19簿 年(昭 和49)ま では75%で あ った。このような限界税率では、高額な事業所得者が

法人成りして箆例税率に移行するのは当た り前である。 しかも、給与所得として所得税を負担 して

いるのである。

前述 したように、平成19年 改正では、適爾除外金額は800万 円から1600万 円に引上げられた。Fこ

の1600万 円 という数字は、国税庁の統計資料による、資本金2000万 円未満の利益法入における平均

所得金額と役員一人当た りの平均給与を合計すると1570万 円 となり、この数字よりも低い中小企業

においては、この制度の負担が大 きいことに配慮 したものと思われます」という程疫の説明であ

る。

「平成19年 度版改正税法のすべて」では、経済成長戦略会議において 「中小企業の活性化に思い

切って取 り組むこと必要がである」 といわれたから、適用基準 を兇直したという。そして、「具体

的には、法入所得 と業務主宰役員への給与との合計が黒字中小企業の平均的な水準に達するまでは

本制度の適用対象から除外するという考え方を採 り」(「19年度」333頁 〉、適用除外金額を引上げた

としている。

創設理幽としている 「法人成 り」は、遽用除外となるのであ り、適用君象となるのは、既存の中

小企業で優良な経営成績の法人である。特に基準所得金額が3000万 円 を超える場合には、業務主宰

役員給与がいかに少額であっても損金不算入分が生 じるのである。このような金額の法人にあって

は、むしろ所得金額を減少させて適用を避けるため浪費を促進させることにもなるであろう。

3執 行上の理 曲

第三点として役員給与の過大問題について執行上の困難を掲げている。従来からも過大役員報酬

や過大役員退職給与などをめぐって多 くの課税事件が争われてきた。だからといって特定の法人に

一雛に課税をして解決するのであろうか
。過大役員給与の損金不算入、過大退職給与の損金不算入

規定は存続 しているのであるか ら、今後 も課題をめぐる闘題は生 じるのであり、現状の規定では依

然として執行上の問題は解決 していない。

むしろ、役員を 「業務主宰役員」、「業務主宰役員関連者」、「常務に従事する役則 など新たに

殴 則 を区分することによる税制の複雑さをもたらしているものであり、これらをめぐる事婁認

定に新たな波紋を広げる結果となっている。

過大役員給与問題を解消するには、役員給与について、経常利益に態する役員給与割合などの統

誹を整備し、社会的にどの程度の状況にあるのか、偏差値はどの程度であるのか、各法入のガイ ド

ライン的な数値が定期約に公表されることが重要なのである捌。役員給与の額は、本来個々の事

情によって決定されるものであろう。

串小法入に君するこのような不合理な規定を導入するのであれば、少なくとも、中小企業 と大企

業における経常利益 に対する役員給与の状況をサンプル調査するなりして、課税の合理性を示すべ

きであろう。この点、税制調査会の参考資料(平!9.!0.2企 画16-2、32頁)と して、大企業と中

小企業の労働分配率の推移表を提娼 し、中小法入の分配率が高いとしているが、十分な利益の確保

がi翁難な中小法人の分配率が高いのは産業構造上の問題から生 じているものであ り、これが役員給

与のお手盛 りから生じているものであることの論拠にはならない。
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4経 費 の二重控除論

(1)法 入経費と給与所得控除

個人組織で事業を営む場合、基本的には、総収入金額から必要経費を控除 した金額が、事業主の

事業成果である 「事業所得の金額」 とされ、さらに納税者の世帯状況に応 じた所得控除額を控除 し

て算定されたC課 税所得金鶴 に超過累進税率を乗 じて課税される(所 法27②)。

法入組織で事業を営む場合は、益金の額から損金の額を控除 して 「所得の金額」を算定する(法

22①)。 この場合、役員給与は、会社法上及び会計上の費用であって、原則 として損金の額に算入

される性格のものであり、これが基本である。この所得の金額に担税力を見出し、法人税を課税 し

ているのである。

法人から受ける役員給与は、所得税法上、給与所得に分類され、給与収入金額から給与所得控除

を控除した残額が 「給与所得の金額」となる(所 法28②)。 所得の分類において事業所得と鼠別さ

れる。役員個人は、当該役員給与に対 して給与所得として所得課税を受けるのである。この計算過

程において 「給与灰得控除」を受けるのはそれなりの理幽があって設けられたものである。

特殊支配同族会社への課税綱度は、この点を捉えて、法人税 と所得税とを混合し歴史的な経緯や

理論的な説明もなしに一刀両断に 「経費の二重控除」としているのである。

経費の二重控除論は、「役員給与」 自体が損金の額に算入されることを法人所得における一つの

経費控除であるとし、「給与所得控除」が給与収入から控除されることをもう一つの経費であると

して、この役員給与の 「給与所得控除」を法人瞬得計算において損金不算入にするというのであ

る。法人において役員に対する職務の対価 として支払い、資金流出し担税力のないものに対 してさ

らに法人税を課税するという。

さらに役員給与に対 しては、従来どおり、所得課税するのであるから、給与所得控除がいわば法

人所得計算における経費の二重控除であるというのは、あまりにも乱暴な言い方であり、給与所得

控除の経緯を無視 した金く理論のない課税である。むしろ役員給与に対する法人税 と所得税の二重

課税である。この議論は、給与所得控除額が、大島訴訟ゆ やサラリーマン税金訴訟に刺激されて、

経済成長している縛代に順次拡大されてきたことを検討 し、控除額の性質を見直し、課税の公平か

ら、どのような内容を織り込むべきか、どの程度にすべ きなのか、といった議論を経た上で、給与

所得控除の問題として整理すべ きであろう20>。課税の公平 という観点から、本来見直さなければ

ならないのは、給与所得控除そのものであって、中小法人の役員に対する給与所得控除の問題では

ない。今圃の制度は、法入の給与支給は損金とな り、その損金には個入所得税が課税 されているこ

とについて触れず、お手盛 り的支給が行われるとの理由からのみ、個人事業と法入成りとの課税の

公乎を主張しているが、課税の合理性、整合性、納得性がないものである。

(2)給 与所得控除の経緯

「給与所得控除」にはそれな りの歴史的経緯があるので、簡単に触れておく。給与所得控除の前

身は、「勤労控除」 と称 されていた。勤労控除創設以前は、給与収入をそのまま給与所得 として課

税 していた。大正2年 に給与収入に対 して 「勤労控除」が誕生し、創設時には最初の収入金額20万

円に対して10%控 除であった。現行の給与所得控除の限界控除率は5%で ある。

この勤労控除の根拠については、シャウプ勧告当時の調査整理によれば、次の四つの理由が掲げ

られている(福 田幸弘監修 『シャウプの税制勧告』94頁)。

① 勤労控除は、個人の勤労年数の消耗に対する一種の減緬償却をあらわす。
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② 勤労控除は、勤労による努力及び余暇の犠駐に対する報酬である。

③ 勤労にともなう経費は多 くの場合普通の生活費 とほとんど区別がつかないか ら税務行政上特

別控除が認められない。勤労控除は、この普逓の生活費以上にかかる経費に対する概算的な控

除となる。

④ 給与 ・賃金はその他の所得と比べて相対的により正確な税法の適胴を受けるので、勤労控除

はそれを相殺する作用を持っている。

シャウプ勧告では、次のように評価 していた。①及び②は、所得の大部分が財産の所有に帰医す

るするのではなく個人の努力によって得られるという点では、農業所得及び事業藩得にも当てはま

る。③が、どの程度まで事業所得及び農業所得に当てはまるかは、他の所得や控除がいかに取 り級

われているかに拠るところが大きい。④は税法を立案する際の基礎として考えることは妥当ではな

い。

その後、昭和31年12月 臨時税制調査会において給与所得控除制度の趣浜について論点を次のよう

に整理していた。

① 必要経費の概算(シ ャウプ勧告聴の③)

② 担税力が弱い(減 価償却論、余暇犠難)(シ ャウプ勧告時の①)

③ 所得補足が容易であることの調整(シ ャウプ勧告時の④)

④ 源泉徴収による早期納税に婦する金利調整

①について、給与所得者が所得を得るために経費が必要であることはシャウプ勧告でも、税卸」調

査会でも認めている。②についても、事業所得、不動産所得などと比較して、一般的に程度の差は

あるもの と理解されている。④は理論的であり金利が低いといえども合理的である。③ について

は、その後 も議論 されているが 「真実の正当な納税額」が判明しない以上、神学的な議論である。

そして政府は、概箪経費と負担調整的控除としている2D。

Wま とめ

以上のような考察によって明らかなように、今回制定された 「特殊支配同族会社の役員給与の損

金不算入」鯛疫は、お手盛 り的支給、課税の公平、経費の二重控除などいろいろな立法理由を掲げ

ているが、どれ も合理的、税劇上の整合性、説得性のあるものではない。

観人による事業経営 と法入による事業経営 とは、根本的に相違するものである。

第一に欄人事業においては、その事業について事業主 としてはもちろん、自然入として個人的に

無限貴任を負っている。これに対 して法人においては、合名会祉や合資会社の無限貴任社員はとも

か く、原則は法人格としての事業の責任は、出資者や蘇主に鴛 して法的に有限責任であり、会祉役

員であっても経営者として法的に定められた責任は負 うが限定的で、自然入としての個人 とは区分

されたところで存在 している。

嬉二に飼入の事業は人的に有限な時間の中で営まれ、一般的には祇会的信胴力の拡大にも限界が

あるが、法入の事業は理論的には無隈の時際の中で営まれ、その事業への参加、事業の発展ととも

に社会的信用力も高まり継続 してい くことが可能である。

第三に経営組織の引き継ぎ、つまり事業承継においても、個人事業の事業承継よりも法人事業の

方が、法人格を分割、合併など多様な方法を採用することができて格段に柔軟性がある。また、中

小会社の場合にも、持分あるいは株式という会社財産権の細分化によって事業承継を経過的に行う
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ことができる。

かつて旧商法の最低資本金制度の下においては、設立するに当たって株式会社は最低1000万 円の

資本金を確保 しなければならず、そうした資金を確保するという社会的信用力も必要であった。こ

のように個人事業 と法人事業 とは縫会経済における組織、法綱度から根本的に相違するものであ

る。

また、かつて中小煽人事業者に対 して、個人事業を法人のように擬制化 し、個人事業主を法人の

役員と見立ててその役員へ報酬を支給 した場合には、給与所得として取 り扱い、残 りを事業既得と

する課税制度を設けたことがある。 しかしなが ら、その後諸改正の後、現在の青色申告特別控除額

と転換 して廃止された。このことは、個人に対 して法入格を擬捌 したことに対 して給与所得の金額

を事前に確定させるため届出をさせたことか ら、制度運幣上に多 くの問題が出され、結周廃止と

なったのである22)。

社 会経済的な鯛凌としての法律上の法人格を与えることには、それなりに社会的に意義があり、

その綱度を利用することで課税上の弊害を除去するのであれば、健人 ・法人企業の全体の実態に応

じた課税単位のあり方を考えるべ きであろう。法入であっても中小会社は法人格理論 として法人擬

制説が妥当するであろうし、大会社は法人実在説が妥当するであろう。そうした法人課税鋼度こそ

検討されるべきである。給与所得控除制度を問題点 としなが ら、あえて法人成 りを課税の公平を阻

害する要臨であるとするなら、中小法人に対する税制と大企業に対する税鯛と区分 して法入課税問

題を考え制度化すべき問題劉 であり、優良な中小企業だけが、ことさら懲罰的な課税を受けるよ

うな本制度は、中小法人への法人課税を歪めた税制1であり即刻廃止すべ きであると考える。

(本稿は、平成19年11月17日 、EI本 会計研究学会北海道部会第72測 にて報告したものにカ1】筆修正を

捕えたものである。)
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い。この制度は、昭和48年 改正において、所得税法の申に 「みなし法人課税の特例」制度とし

て湖定された。簡単に言えば、個人事業主の事業所得の計算において 「事業主報酬」の支払い

を認め、これを 「給与所得の収入金額」とみなして給与所得控除の適用を認めるとともに、事

業主報酬の金額を控除 した後のrみ なし法人所得額」に対 しては、法人税率に相当する税率に

よって所得税を課税するというものであった。なお、この制度は、事業主報酬額を届け鵡制と

していたため、事業主報酬の届け出金額によって トータルの課税における損得問題が生 じてい

た。

その後、平成4年 改正においてrみ なし法人課税の特例」及びみなし法人課税の特例適用者

以外において適用されていた 「青色申告控除」網度を廃止し、新たに 「青色申告特別控除封 賛il

度 を翻設 した(平 成5年 度分から適用)。 この制度は、事業につ き帳鯵書類を備え付けて、不

動産所得の金額又は事業所得の金額に係る一切の取引の内容を正規の簿記の原則に従い、整然
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と、かつ、明瞭に記録 し(所 規56～62)、 貸借対照表及び損益計算書その他明細書 を添醤 し、

提出期限までに提幽しているときに、35万 醗までの控除が認め られる。

その後、青色申告特別控除額は、平成10年 改正に45万 円、平成12年 改正に55万 円、平成!6年

改正に65万 円と引 き上げられてきた。 しかし、平成16年 の改正では、正規の簿記の原則に基づ

かない青色申告者については!0万 円までの控除として控除額を引 き下げところである(平 成17

年度分か ら適用)。

23)畜 属幸雄は 宴税務会謙学原理三で、法人課税問題について今Bの 法人税法は大会社から中小

会杜まで一本の法律体系 として課税 しているが、大会社の法人論理は法入実在説が妥当し、中

小会縫の法入論理は法入擬i制説が妥当している。そうした法入の実態からみて一定の基準で法

人を区分 して、法入課税 を区分立法すべ きである、と主張されている。瞬意で南る。

(原稿受理臼:平 成20年!2月18日)


